
単位：千円

R4 R5 R6 R7 R8

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施

実績 0

効果見込額 1,152 1,152 1,152 1,152 1,152 5,760

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施 0%

実績 0

効果見込額 500 500 500 500 500 2,500

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施 0%

実績 0

効果見込額 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 9,000

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施 0%

実績 0

効果見込額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施 0%

実績 0

効果見込額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施 0%

実績 0

効果見込額 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施 0%

実績 0

効果見込額 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 750,000

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施

実績 0

効果見込額 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 20,000

実施
時期

実施 実施 実施 実施 実施 0%

実績 0

効果見込額 1,620 1,620 1,620 1,620 1,620 8,100

実績 0

効果見込額 160,920 160,920 160,920 160,920 160,920 804,600

行財政改革実施計画（令和４年度～令和８年度）

担当 主要事項 取組事項 取組内容
実施時期及び効果見込額 上段：達成率

中段：実績
下段：目標

備考
効果見込額の根拠

（算定方法）

1
新
規

総
務
課

定員管理、給
与等の適正化

働き方改革及びノー
残業デーの実施

長時間労働を避けるため、令和4年1月から開始した
ノー残業デーを継続し、時間外勤務の縮減に努めま
す。

1800円×3時間×12月×20人

給与実態調査による比較（基準年度R２と各年比較）

R4年度以降の補助金交付要綱改廃による前後比較

3
継
続

環
境
係

経常経費の抑
制

分別の推進によるご
みの減量

可燃ごみに含まれる資源物、生ごみの減量化を図りま
す。

2%削減目標
ゴミ1トン当たり4.5万円の処理経費で計算。年間40トンの
削減目標。

2
継
続

財
政
係

経常経費の抑
制

町単独補助金の見直
し

経常的な町単独補助金について、個別に検証した上で
見直しを図ります。

4
新
規

企
画
観
光

健全な財政運
営の推進

産業振興と企業誘致
の推進

企業誘致やサテライトオフィスの活用

企業誘致の成果となる新規法人に関する課税（固定資
産税・法人町民税・個人住民税）

旧就業センターサテライトオフィス分の貸付料（基準年度
R3と各年比較）

6
継
続

農
林
振
興
課

健全な財政運
営の推進

利用間伐の推進
利用間伐を推進し、間伐材を売り払います。
間伐後の植林に際しては、樹種（杉・檜）の収益性・
生育環境条件を勘案し植樹します。

売払収入－経費－県補助金

5
継
続

地
域
整
備
課
・

消
防
交
通
・
管
財

係
健全な財政運
営の推進

未利用財産の洗い出
し

公営住宅、未利用財産の払い下げを推進します。

年間3億円を目標とし、50％を経費と見込む。

8
新
規

企
画
観
光
課

健全な財政運
営の推進

企業版ふるさと納税
制度の推進

本町のプロジェクトを明確に示し、これまでに本町の
地方創生に支援いただいた企業との連携強化、新たな
企業とのタイアップに取り組みます。

年間400万円を目標

7
継
続

企
画
観
光
課

健全な財政運
営の推進

ふるさと納税制度の
推進

返礼品の充実及び広報活動に努め、リピーター確保に
取り組みます。

合　　　　　　　　　計

9
継
続

地
域
整
備
課

特別会計・企
業会計の経営
改善

上下水道整備区域の
加入促進

未加入世帯の加入推進により使用料収入の増収を図り
ます。

（加入増目標）
下水道15件×5千円×12月＝90万円
水道15件×4千円×12月＝72万円


